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＊早稲田大学図書館総務課
†慶應義塾大学メディアセンター本部
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早稲田大学・慶應義塾大学コンソーシアムに

よる図書館システム共同運用に向けた
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0. はじめに
　2019 年 9 月、早稲田大学と慶應義塾大学のコンソー
シアムによる図書館システム共同運用が始まった（1）。
このシステム共同運用の実現のため、2017 年 5 月に

「早稲田大学図書館と慶應義塾大学メディアセンター
のシステム共同利用による連携強化に関する覚書（協
定書）」（以下「覚書」）を締結（2）し、それ以来、早慶
図書館システム共同運用検討会議（以下「早慶検討会
議」）を組織し、具体的な検討を進めてきた。本稿では、
システム共同運用が求められることになった背景・共
同運用に向けた両館の取り組み、共同運用するシステ
ムの環境構築に関する検討状況・今後の課題と展望に
ついて述べる。

1. 紙資料から電子資料への連携
　日本の大学図書館（以下「図書館」）では、2000 年
ごろから電子ジャーナルの導入がはじまり、現在では、
早慶ともに電子資料費が資料費全体の 60% 以上を占
めるようになっている。しかし、電子資料を管理する
職員数は、極めて少人数であり、紙資料の管理に多く
の人手と経費が費やされている。
　紙資料の管理は、資料の受入・目録作成・閲覧へと
流れ、図書館の中で完結する（図書館間協力の Shared 
Catalog はあるが）。その一方、電子資料の管理は、図
書館の外で作られるグローバルなデータ（リンクリゾ
ルバ、ディスカバリー；CA1772、E2125 参照）を活
用しながら、契約・支払などの各大学固有の情報を追
加することで、図書館のサービスにつなげていく。そ
のため、電子資料に関する業務は、外部データの精度
が業務効率に影響することになり、データの精度を上
げるためには、出版社・プロバイダーやシステムベン
ダーとの連携が必須となるため、図書館内で閉じてい
ては業務が進まない。
　このように、今の図書館は紙資料と電子資料の 2 つ
のワークフローの運用を求められている。紙資料の
ワークフローを整備し、保存のコストを含め運営を効
率化しつつ、電子資料の利用環境を整備し、紙資料と
電子資料を統合した新しいサービスを作り上げていく

ことが急務となっている。
　今後、紙資料は、利用のための電子化を進め、電子
資料のサービスへ統合させながら、大学毎の蔵書とい
う価値観から離れ、複数大学で紙資料の共同管理を行
う Shared Print（CA1819 参照）の方向へ向かうと考
えられる。世界的には、その方向に対応するため大学
コンソーシアムを組織し、システム共同運用（CA1896
参照）へと進んでいる。早慶ともにこの流れに合流す
るため、その基盤として大学コンソーシアムでの図書
館システムの共同運用が必要であると思っていた。

2. 早慶連携の背景
2.1. 早慶図書館の協力は古くから続いている
　早慶図書館間での協力の歴史は古く、早稲田大学図
書館（以下「早稲田」）と慶應義塾大学メディアセン
ター（以下「慶應」）は、今から 30 年以上前の 1986
年 4 月 1 日に「早稲田大学および慶應義塾大学の図書
館相互利用に関する協定書」を締結し、お互いの学内
利用に近い条件を定めて早慶間での相互利用を開始し
ている。1990 年代には共同研修や人事的な交流等も行
うようになった。

2.2. 人事政策の相違と連携
　2000 年以降、早慶とも図書館員の削減が進んだ一方
で、図書館員のスキル維持についての考えが異なって
きた。早稲田では図書館職員も一般の事務職員と同様
な異動ローテーションとする傾向が強くなり、慶應で
は、比較的図書館内の異動の割合が高いまま進んだ。
それによって抱えている課題を、システム共同運用に
よる連携を進める中で補完していく必要がでてくるだ
ろう。

2.3. 目録をめぐる経験
　早稲田は、1980 年代からの紀伊國屋書店との共同
プロジェクトで OCLC の WorldCat への目録登録を進
めてきた。この結果、世界の図書館から WorldCat を
経由して早稲田に ILL の依頼が寄せられるようになっ
た。慶應は、1998 年のシステムリプレースを契機に
目録レコードのデータ形式を CATP から MARC21 へ
変換し、米国の研究図書館グループ（RLG）のメン
バー館となり、和書の目録データの RLG の書誌ユー
ティリティ Research Libraries Information Network

（RLIN；CA1219 参照）への登録を行うようになっ
た。2007 年には、Google Library Project へ参加し、
著作権切れの 12 万冊の和書とメタデータを提供し、
Google Books や慶應の検索システムから全文を閲覧
することができるようにしている。その経験から、慶
應では ISBN が制定される前に発行された資料の識別
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には、国際的に OCLC 番号か米国議会図書館管理番
号（LCCN）が URI の基礎となることを思い知らされ、
メタデータの相互運用性を確保するために、OCLC 番
号の必要性を強く感じていた。

2.4. Shared Print へ向けて
　早慶ともにシステム共同運用の先に Shared Print を
考えていたため、システム共同運用が最終目標とは思っ
ていなかった。共同運用を積み上げる中で、相互理解・
業務の再構築を進め、Shared Print の流れに向かっ
ていくことが重要であると感じていた。また、Shared 
Print の効果を出すために、図書館の置かれている環境

（紙資料と電子資料、利用者、資料費）が似通っていた
ほうがいいと思っていた。そのため、共同運用の相手
としてお互いに早慶しかないという意識が強かった。

3. 共同運用へ向けて
3.1. 話し合いのはじまり
　前章で述べた背景を受け、2015 年 3 月、早稲田の深
澤館長と慶應の田村所長で共同運用についての意見交
換があり、前向きに検討を進めることが確認され、定
期的に勉強会を行うことになった。1 年半ほどの勉強
会の後、2016 年 7 月に早稲田の深澤館長と慶應の赤木
所長との懇談が行われ、システム共同運用の具体的な
検討に入ることになった。

3.2. 連携に向けた原則
　共同運用に向けて検討する課題は多く、個別に分担
割合を決めることが困難だったため、平等（1 対 1）
を原則とし、具体的な議論を進めることにした。また、
新しくワークフローを考え直すということも確認し、
業者選定にあたっては、早慶で要求仕様をまとめ、複
数業者へ提案を依頼し決定することにした。

3.3. 覚書締結から RFP 作成まで
　早慶での半年以上の検討の結果、2017 年 5 月 12 日
に覚書を締結した（3）。覚書には、以下のように書かれ
ている。

目的
　（1） 両図書館の堅固な連携のもとに、将来に向けて

図書館サービスを持続的に発展させてゆくこと
　（2） 両図書館が図書館システムを共同選定、共同利

用することにより、
　　　ア  システムの修正や機能改善が、図書館システ

ムサービス提供者により、円滑に実行され、
安定的なシステム運用が実現されること

　　　イ システム運用コストを低減すること

　（3） 目録情報の共同調達による目録作成コストを低
減すること

　（4） 最適な図書館サービスを合理的に提供すること
のできる業務基盤を作ること

　覚書を受けて、2017 年 5 月 25 日、第 1 回の早慶検
討会議が開催された。まずは、提案依頼書（Request 
For Proposal：RFP）を作成することになり、ほぼ 3
か月かけて英語版（正式版）と日本語版を作成した。
この RFP の冒頭には、共同運用の目的・メリットと
して以下の点が記載された。

　・ システム共同運用による運用の安定化とコスト削減
　・目録形式の標準化、目録作成のコスト削減
　・早慶間での知識／経験の共有、人的交流の促進
　・共同運用による利用者サービス・資料の充実

3.4. システム選定
　2017 年 8 月に RFP を国内外の 8 社へ送付し、回答
締め切りを 9 月とした。国内 4 社・海外 2 社は辞退し、
海外 2 社から提案があった。その後、早慶で提案書の
採点を行い、2 社のプレゼンを受けた。2017 年 11 月、
最終的に Ex Libris 社の提案が採用され、クラウド型
の図書館システム（CA1861 参照）として Alma、ディ
スカバリーインタフェースの統合検索システムとして
Primo VE で進めていくことになった。

3.5. 選定理由
　Ex Libris 社の Alma を選定した主な理由は、以下
の通りである。

　・業務に特化したクラウドシステムであること
　・ 多様なコンソーシアムで利用できるように柔軟な

システムであること
　・紙資料と電子資料の管理が統合されていること
　・国際的なデータ流通が可能なこと
　・ディスカバリー機能を有すること

　特に、早慶で共同運用を行っていくため、大学毎の
独自運用も行いながら、連携可能な業務からコンソー
シアム運用へ移行できる柔軟性があること、紙資料の
ワークフローを簡素化・効率化し、電子資料の業務を
最適化していくため紙資料と電子資料を同じように扱
えることの評価が大きい。
　また、この時期に、Innovative 社の図書館システム
INNOPAC ユーザであった香港の大学コンソーシアム
が Ex Libris 社の Alma を選定する（4）など、国際的に
大学図書館コンソーシアムのシステムとして Alma 導
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入が続いていたことも追い風となった。Primo VE に
ついては、新しいシステムのため不安はあったが、こ
れからの中核システムであるという Ex Libris 社の提
案に期待することにした。
　2018年2月、Alma/Primo VEの正式契約を行った（5）。

4. システム導入
4.1. 早慶検討会議における検討の開始
　選定後ただちに早慶検討会議で、それぞれのシステ
ムの具体的な検討を開始した。業務ごとに、目録（受
入・雑誌を含む）、閲覧（Alma では fulfillment と呼ば
れている）、電子資料、ディスカバリー、システム（総
務を含む）のチームをつくり、全体の集約のためにリー
ダー会議を開催することにした（6）。同時に早慶それぞ
れの会議体も持ち、個別にシステムの調整も行った。
早慶リーダー会議は、現在も継続して開催され、問題
の大きな日本語検索などのローカライズや運用で問題
となってきたことを継続して検討している。

4.2. 目録統合と WorldCat 登録
　今回のシステム共同運用にとって最大の課題は、目
録であった。基本方針として、早慶の目録を統合する
こと、統合後は早慶共同目録とし、WorldCat への登
録を継続することが決定された。
　目録部門の統合にあたっては、慶應で基本的な立案
を行い、双方で検討を進めた。書誌統合における目録
形式の課題は、これまで日本語の書誌で維持してきた、
分かち書き、カナの取り扱い、書誌単位、ローカルタグ、
ローマ字表記などがあり、以下のような方針に基づい
た処理が決定された。

　・ 統合のキーは ISBN、ISSN とし、無理な統合は行
わない

　・ 分かち書き、カナは採用しない。MARC21 の基
本的なフォーマットに則り、漢字とローマ字だけ

を採用する。
　・ ローマ字は LC の翻字方式に準拠することにする。

（早稲田方式）
　・書誌単位は、両者の違いはそのままとする。

　上記の方針に合わせて、統合の前に慶應ではローマ
字を早稲田に合わせて変換した。この統合処理によっ
て、全体の 30％の書誌が統合された。運用開始後は、
通常の目録業務の中で統合が進められていき、相互貸
借が日常化されることで、紙資料の共有が進み、シス
テム共同運用のさらに先の目標である Shared Print の
基盤となっていくだろう。

4.3. 目録委託業者の選定
　目録の委託業者の選定についても、連携の原則に
則って行った。書誌データの WorldCat への登録を前
提としていたため、委託業者のスキルに対する不安は
あったが、委託業者に対してそのスキルを必須としな
かった。これは、選定業者を狭めたくなかったという
ことと、職員でノウハウを蓄積していくという覚悟に
よるものであった。この結果、早慶目録ユニットは慶
應に置かれ、株式会社キャリアパワーを委託業者とし
て運用を進めている。

4.4. カレントの目録業務フロー
　早慶それぞれで受入した資料は、慶應内に設置した
早慶目録ユニットへ送付され、そこで共同目録を作
成、点検後に各図書館（早稲田は中央館）へ送付さ
れる。この資料の物流のために早慶便は毎日運行さ
れている。目録作業中に、統合されていないそれぞれ
の書誌データがヒットした場合は、データを統合し、
全ての図書は WorldCat へ登録する。書誌の作成や
WorldCat 登録のための支援システムは、Alma のイン
ターフェースから利用できるように個別に開発した。
　雑誌の受入については各大学で行うが、書誌に関わ
る変更があれば、目録ユニットで修正する。早慶とも
国立情報学研究所（NII）の NACSIS-CAT への登録は
続ける予定である。

5. これから
　Alma ではコンソーシアム用のネットワークゾーン
に早慶の目録だけではなく、発注書誌や電子資料の書
誌も共有している。大学毎のゾーンも同様に存在する
ため、複雑な構造になる。慶應では、紙と電子のデー
タの整合性を維持していくため、これまで分かれてい
た紙資料と電子資料の管理部門の統合など、組織改革
も行っている。
　これからは、早慶間での図書の予約・貸出や分担収

図 Alma/Primo VE 構成図
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集等についても検討を進めていく。その中で、Shared 
Print も具体的なターゲットにしていく。
　システム共同運用の開始後は、早慶資料を WorldCat
へ登録していくが、その登録コストを個別大学が長期
に負担していくことは難しい。今後、日本語の資料を
国際的に流通させ、データ相互運用を実現していくた
め、国立国会図書館（NDL）と国内の他の図書館が連
携し、登録のための仕組みを作っていくことが重要だ
ろう。
　電子資料ではディスカバリーから契約済みのタイト
ルの全文へうまくリンクできない場合があり、この解
決のために、出版社・図書館・システムベンダーと連
携して、リゾルバ（Knowledge base：KB；CA1784 参照）
やディスカバリー用のメタデータ流通のための協力体
制も必要である。
　早慶の図書館システム共同運用の議論の中で、多く
の問題はあったが、具体的な議論を深めることで、連
携という目的が揺らぐことはなかった。それは、両者
が危機感と目的を共有しながら相互理解を進めてきた
成果であったと思っている。
　まだまだ問題は多いが、国際的な図書館プラット
フォームへ移行したことにより、これから強制的にシ
ステムのアップグレードが行われ、図書館業務もそれ
に合わせて再構築を続けていくことになる。
　これからが本当のはじまりである。
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